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(57)【要約】
　レーザ加工は、終点決定を使用することによって、ま
たはレーザとともに荷電粒子ビームを使用することによ
って向上する。終点決定は、基板からの光子、電子、イ
オン、中性粒子などの放出を使用して、レーザの下の材
料がいつ変化したか、またはいつ変化しようとしている
か判定する。レーザ光学要素への付着を防ぐため、試料
から除去された材料をそらすことができる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザ・ビーム加工によって構造を形成し、または改変する方法であって、
　構造を形成し、または改変するために試料に向かってレーザ・ビームを誘導すること、
　前記レーザ・ビームの入射に起因する前記試料からの放出物を検出すること、
　前記試料に特有の前記放出物のある特性を決定すること、および
　前記レーザ・ビームが入射している材料が変化したことを前記放出物が示しているとき
に、前記レーザ・ビーム加工を変更すること
　を含む方法。
【請求項２】
　前記レーザ・ビーム加工を変更することが、前記試料に向かって前記レーザ・ビームを
誘導するのを止めることを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記レーザ・ビーム加工を変更することが、ガス流量を変えること、パルスあたりのフ
ルエンスなどのレーザ・パラメータを変えること、電子またはイオン・ビームをブランキ
ングすること、あるいは前記試料を支持しているステージを動かすことを含む、請求項１
に記載の方法。
【請求項４】
　前記試料に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、１０-3ミリバール未満の圧
力を有する環境中で前記試料に向かって前記レーザ・ビームを誘導することを含む、請求
項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記試料に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、５０ミリバール未満の圧力
を有する環境中で前記試料に向かって前記レーザ・ビームを誘導することを含む、請求項
１に記載の方法。
【請求項６】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記試料から放出された電子電流を決定する
ことを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記表面から放出された電子電流を決定することが、前記試料と前記試料と直接にまた
は間接的に接触したグランドとの間の電流を測定することを含む、請求項６に記載の方法
。
【請求項８】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記試料から放出された電子のエネルギーを
決定することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記試料から放出された光子を検出すること
を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記放出物のある特性を決定することが、特性波長を有する光子を検出することを含む
、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記特性波長以外の波長を有する光子をフィ
ルタリングによって除去することを含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記表面から放出された粒子の質量を決定す
ることを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記表面から放出された粒子の電荷対質量比
を決定することを含む、請求項１に記載の方法。
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【請求項１４】
　前記表面から放出された粒子の質量を決定する前に中性粒子をイオン化することをさら
に含む、請求項１２に記載の方法。
【請求項１５】
　中性粒子をイオン化することが、レーザ・ビームを使用して中性粒子をイオン化するこ
とを含む、請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　中性粒子をイオン化することが、電子ビームを使用して中性粒子をイオン化することを
含む、請求項１４に記載の方法。
【請求項１７】
　中性粒子をイオン化することが、第１のレーザ・ビームによって前記試料から追い出さ
れた展開中の放出物をイオン化するために、時間遅延レーザ・ビームを誘導することを含
む、請求項１４に記載の方法。
【請求項１８】
　中性粒子をイオン化することが、第２のレーザ・ビームを使用して中性粒子をイオン化
することを含む、請求項１４に記載の方法。
【請求項１９】
　前記表面から放出された粒子の質量を決定することが、誘導結合プラズマ質量分析法を
使用して質量を決定することを含む、請求項１２に記載の方法。
【請求項２０】
　前記試料に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、１ピコ秒未満のパルス持続
時間を有するパルス・レーザを前記試料に向かって誘導することを含む、請求項１に記載
の方法。
【請求項２１】
　前記放出物のある特性を決定することが、狭帯域検出器を使用して、指定された特性を
有する放出物だけを検出することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項２２】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記放出物の電流を決定することを含む、請
求項１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記放出物のエネルギーを決定することを含
む、請求項１に記載の方法。
【請求項２４】
　前記試料に向かって荷電粒子ビームを誘導することをさらに含む、請求項１に記載の方
法。
【請求項２５】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記放出物のエネルギー・スペクトルを決定
することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項２６】
　試料上に構造を形成する方法であって、
　構造を形成し、または改変するために試料に向かってレーザ・ビームを誘導すること、
　前記試料に向かって荷電粒子ビームを誘導すること、
　前記荷電粒子ビームの入射に起因する前記試料からの放出物を検出すること、
　前記試料に特有の前記放出物のある特性を決定すること、および
　前記レーザ・ビームが入射している材料が変化したことを前記放出物が示しているとき
に、前記レーザ・ビーム加工を変更すること
　を含む方法。
【請求項２７】
　前記レーザ・ビームと前記粒子ビームが同時に試料に入射する、請求項２６に記載の方
法。
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【請求項２８】
　前記レーザ・ビームと前記粒子ビームが連続的に試料に入射する、請求項２６に記載の
方法。
【請求項２９】
　前記荷電粒子ビームが電子ビームである、請求項２６に記載の方法。
【請求項３０】
　前記荷電粒子ビームが電子ビームであり、前記荷電粒子ビームの入射に起因する前記試
料からの放出物を検出することが、２次電子、後方散乱電子または透過電子を検出するこ
とを含む、請求項２６に記載の方法。
【請求項３１】
　前記荷電粒子ビームが電子ビームであり、前記荷電粒子ビームの入射に起因する前記試
料からの放出物を検出することが、（Ｘ線を含む）光子を検出することを含む、請求項２
６に記載の方法。
【請求項３２】
　前記荷電粒子ビームが電子ビームであり、前記試料からの放出物を検出することが、表
面よりも下方の材料からの放出物を検出することを含む、請求項２６に記載の方法。
【請求項３３】
　前記荷電粒子ビームがイオン・ビームである、請求項２６に記載の方法。
【請求項３４】
　試料を形成し、または改変するシステムであって、
　試料を保持する試料ホルダと、
　前記試料に向かってレーザ・ビームを誘導する高速パルス・レーザと、
　前記レーザ・ビームの衝突に起因する前記試料からの放出物であり、前記試料に特有の
放出物を検出する検出器と
　を備えるシステム。
【請求項３５】
　前記試料ホルダが前記試料を真空中で保持する、請求項３４に記載のシステム。
【請求項３６】
　前記放出物の検出器が電子検出器を含む、請求項３４に記載のシステム。
【請求項３７】
　前記放出物の検出器が質量分析器または分光計を含む、請求項３４に記載のシステム。
【請求項３８】
　前記放出物の検出器が、誘導結合プラズマ質量分析器または分光計を含む、請求項３４
に記載のシステム。
【請求項３９】
　前記放出物の検出器が光子検出器である、請求項３４に記載のシステム。
【請求項４０】
　前記放出物の検出器がエネルギー分散型Ｘ線分光法検出器である、請求項３４に記載の
システム。
【請求項４１】
　前記放出物の検出器が波長分散型Ｘ線分光法検出器である、請求項３４に記載のシステ
ム。
【請求項４２】
　構造を形成し、または改変する装置であって、
　試料を保持する真空室、
　前記真空室内の前記試料に対して動作するレーザ・システムであり、レンズを含むレー
ザ・システム、
　荷電粒子またはレーザ・ビームが衝突したときに前記試料から放出された２次粒子によ
って前記レーザ・システム・レンズが損傷することを防ぐために、前記２次粒子を前記レ
ーザ・システム・レンズからそらす偏向器、
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　荷電粒子またはレーザ・ビームが衝突したときに前記試料から放出された２次粒子によ
って荷電粒子光学カラム構成要素が損傷することを防ぐために、前記２次粒子を荷電粒子
光学カラム構成要素からそらす偏向器、および／あるいは、
　荷電粒子またはレーザ・ビームが衝突したときに前記試料から放出された２次粒子によ
って前記装置の構成要素が損傷することを防ぐために、前記２次粒子を前記装置の前記構
成要素からそらす偏向器
　を備える装置。
【請求項４３】
　前記偏向器が電極を含み、２次粒子電流を決定するために前記電極が増幅器に電気的に
接続された、請求項４２に記載の装置。
【請求項４４】
　前記偏向器が一組の電極を含む、請求項４２に記載の装置。
【請求項４５】
　前記偏向器が磁気偏向器を含む、請求項４２に記載の装置。
【請求項４６】
　構造を形成し、または改変する方法であって、
　試料を保持する真空室と、荷電粒子ビーム・カラムと、前記真空室内の前記試料に対し
て動作する、レンズを含むレーザ・システムとを含むシステムを用意すること、および
　前記試料に向かって荷電粒子ビームを誘導すること
　を含み、前記荷電粒子ビームの衝突が２次粒子の放出を引き起こし、前記方法がさらに
、
　前記２次粒子によって前記レーザ・システム・レンズが損傷することを防ぐために前記
２次粒子を前記レーザ・システム・レンズからそらすための場を提供すること、
　前記２次粒子を放出物検出器からそらすための場を提供すること、および
　前記２次粒子を前記荷電粒子光学カラムの構成要素からそらすための場を提供すること
　を含む方法。
【請求項４７】
　前記２次粒子を前記レーザ・システム・レンズの前記レンズからそらすことが、前記荷
電粒子をそらすための静電場を発生させるために電極を提供することを含む、請求項４６
に記載の方法。
【請求項４８】
　前記２次荷電粒子をそらすための静電場を発生させるために電極を提供することが、前
記荷電粒子をそらすように設計された電場を発生させるために複数の電極を提供すること
を含む、請求項４６に記載の方法。
【請求項４９】
　レーザ・ビーム加工によって構造を形成し、または改変する方法であって、
　構造を形成し、または改変するために試料に向かってレーザ・ビームを誘導すること、
　前記試料からの放出物を検出すること、
　前記試料に特有の前記放出物のある特性を決定すること、および
　前記レーザ・ビームが入射している材料が変化したことを前記放出物が示しているとき
に、前記レーザ・ビーム加工を変更すること
　を含む方法。
【請求項５０】
　前記試料からの放出物を検出することが、前記試料から放出されたルミネセンス、電子
、イオン、中性原子または分子、あるいは粒子／ドロップレットを検出することを含む、
請求項４９に記載の方法。
【請求項５１】
　前記試料からの前記放出物が、前記レーザ・ビームの入射に起因する、請求項４９また
は５０に記載の方法。
【請求項５２】
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　前記試料に向かって荷電粒子ビームを誘導することをさらに含む、請求項４９または５
０に記載の方法。
【請求項５３】
　前記試料からの前記放出物が、前記荷電粒子ビームの入射に起因する、請求項５２に記
載の方法。
【請求項５４】
　前記試料を保持する真空室と、荷電粒子ビーム・カラムと、前記真空室内の前記試料に
対して動作する、レンズを含むレーザ・システムと、前記試料からの放出物を検出する放
出物検出器とを含むシステムを用意すること、および
　前記荷電粒子ビームの入射によって生成された前記２次粒子によって前記レーザ・シス
テム・レンズが損傷することを防ぐために前記２次粒子を前記レーザ・システム・レンズ
からそらすための場を提供すること、
　前記２次粒子を放出物検出器からそらすための場を提供すること、および
　前記２次粒子を前記荷電粒子光学カラムの構成要素からそらすための場を提供すること
　をさらに含む、請求項５３に記載の方法。
【請求項５５】
　前記レーザ・ビーム加工を変更することが、前記試料に向かって前記レーザ・ビームを
誘導するのを止めること、ガス流量を変えること、パルスあたりのフルエンスなどのレー
ザ・パラメータを変えること、電子またはイオン・ビームをブランキングすること、ある
いは前記試料を支持しているステージを動かすことを含む、請求項４９～５４のいずれか
に記載の方法。
【請求項５６】
　前記試料に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、１０-3ミリバール未満また
は５０ミリバール未満の圧力を有する環境中で前記試料に向かって前記レーザ・ビームを
誘導することを含む、請求項４９～５５のいずれかに記載の方法。
【請求項５７】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記試料から放出された電子電流を決定する
ことを含む、請求項４９～５６のいずれかに記載の方法。
【請求項５８】
　前記表面から放出された電子電流を決定することが、前記試料と前記試料と直接にまた
は間接的に接触したグランドとの間の電流を測定することを含む、請求項５７に記載の方
法。
【請求項５９】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記試料から放出された電子のエネルギーを
決定することを含む、請求項４９～５８のいずれかに記載の方法。
【請求項６０】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記試料から放出された光子を検出すること
を含む、請求項４９～５８のいずれかに記載の方法。
【請求項６１】
　前記放出物のある特性を決定することが、特性波長を有する光子を検出することを含む
、請求項４９～５８のいずれかに記載の方法。
【請求項６２】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記特性波長以外の波長を有する光子をフィ
ルタリングによって除去することを含む、請求項６１に記載の方法。
【請求項６３】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記表面から放出された粒子の質量を決定す
ることを含む、請求項４９～６２のいずれかに記載の方法。
【請求項６４】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記表面から放出された粒子の電荷対質量比
を決定することを含む、請求項４９～６３のいずれかに記載の方法。
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【請求項６５】
　前記表面から放出された粒子の質量を決定する前に中性粒子をイオン化することをさら
に含む、請求項６３に記載の方法。
【請求項６６】
　中性粒子をイオン化することが、レーザ・ビームを使用して中性粒子をイオン化するこ
とを含む、請求項６５に記載の方法。
【請求項６７】
　中性粒子をイオン化することが、電子ビームを使用して中性粒子をイオン化することを
含む、請求項６５に記載の方法。
【請求項６８】
　中性粒子をイオン化することが、第１のレーザ・ビームによって前記試料から追い出さ
れた展開中の放出物をイオン化するために、時間遅延レーザ・ビームを誘導することを含
む、請求項６５に記載の方法。
【請求項６９】
　中性粒子をイオン化することが、第２のレーザ・ビームを使用して中性粒子をイオン化
することを含む、請求項６５に記載の方法。
【請求項７０】
　前記表面から放出された粒子の質量を決定することが、誘導結合プラズマ質量分析法を
使用して質量を決定することを含む、請求項６３に記載の方法。
【請求項７１】
　前記試料に向かって前記レーザ・ビームを誘導することが、１ピコ秒未満のパルス持続
時間を有するパルス・レーザを前記試料に向かって誘導することを含む、請求項４９～７
０のいずれかに記載の方法。
【請求項７２】
　前記放出物のある特性を決定することが、狭帯域検出器を使用して、指定された特性を
有する放出物だけを検出することを含む、請求項４９～７１のいずれかに記載の方法。
【請求項７３】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記放出物の電流を決定することを含む、請
求項４９～７２のいずれかに記載の方法。
【請求項７４】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記放出物のエネルギーを決定することを含
む、請求項４９～７３のいずれかに記載の方法。
【請求項７５】
　前記放出物のある特性を決定することが、前記放出物のエネルギー・スペクトルを決定
することを含む、請求項４９～７４のいずれかに記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、参照により本明細書に組み込まれている、２００８年７月９日に出願した米
国仮出願第６１／０７９，３０４号の優先権を主張するものである。
【０００２】
　本発明は、レーザ・マイクロ機械加工（ｌａｓｅｒ　ｍｉｃｒｏｍａｃｈｉｎｉｎｇ）
に関する。
【背景技術】
【０００３】
　基板から材料を除去して、マイクロスコピックまたはナノスコピック構造を形成するプ
ロセスは、マイクロ機械加工と呼ばれる。材料を除去するプロセスは、ミリング（ｍｉｌ
ｌｉｎｇ）またはエッチング（ｅｔｃｈｉｎｇ）とも呼ばれる。マイクロ機械加工に対し
ては、レーザ・ビームおよび荷電粒子ビームが使用される。これらのビームはそれぞれ、
さまざまな用途において利点および限界を有する。
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【０００４】
　レーザ・システムは、マイクロ機械加工にいくつかの異なる機構を使用する。いくつか
のプロセスでは、基板に熱を供給して化学反応を誘発させるために、レーザを使用する。
反応は、レーザが熱を供給する領域だけで起こるが、この熱は、レーザ・ビーム・スポッ
トよりも広い面積に拡散する傾向があり、それによりプロセスの解像度が制限される。レ
ーザ・マイクロ機械加工において使用される他の機構が光化学エッチングであり、光化学
エッチングでは、基板の個々の原子によってレーザ・エネルギーが吸収され、それにより
、これらの原子が、化学的に反応することができる状態にまで励起される。光化学エッチ
ングは、光化学的に活性な材料に限定される。レーザ機械加工において使用される他の機
構がレーザ・アブレーション（ｌａｓｅｒ　ａｂｌａｔｉｏｎ）であり、レーザ・アブレ
ーションでは、小さな体積に急速に供給されたエネルギーによって原子が基板から放出さ
れ、基板が加熱されることはない。高速パルス・フェムト秒レーザを使用するレーザ・ア
ブレーションが例えば、Ｍｏｕｒｏｕの「Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｉｎ
ｇ　Ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｌａｓｅｒ　Ｉｎｄｕｃｅｄ　Ｂｒｅａｋｄｏ
ｗｎ　ａｎｄ　Ａｂｌａｔｉｏｎ」という名称の米国再発行特許第３７，５８５号に記載
されている。フェムト秒レーザ・アブレーションは、上述のプロセスの限界のいくつかを
解決する。
【０００５】
　荷電粒子ビームにはイオン・ビームおよび電子ビームが含まれる。集束ビーム中のイオ
ンは一般に、表面から材料を物理的に追い出すことによってマイクロ機械加工するのに十
分な運動量を有する。電子はイオンよりもはるかに軽いため、電子ビームは一般に、エッ
チング剤との化学反応を誘発させることによって材料を除去することに限定される。イオ
ン・ビームは一般に、液体金属イオン源またはプラズマ・イオン源によって生成される。
荷電粒子ビームのスポット・サイズは、粒子のタイプおよびビーム中の電流を含む多くの
因子に依存する。低電流を有するビームは一般に、高電流を有するビームよりも小さなス
ポットに集束させることができ、したがって、高電流を有するビームよりも小さな構造を
形成することができるが、低電流ビームでは、構造体をマイクロ機械加工するのに、高電
流ビームよりも長い時間がかかる。
【０００６】
　レーザは一般に、荷電粒子ビームよりもはるかに高速で基板にエネルギーを供給するこ
とができ、そのため、レーザは一般に、荷電粒子ビームよりもはるかに早い材料除去速度
を有する。しかしながら、レーザの波長は、荷電粒子ビーム中の荷電粒子の波長よりもは
るかに大きい。ビームを集束することができるサイズはその波長によって制限されるため
、レーザ・ビームの最小スポット・サイズは一般に、荷電粒子ビームの最小スポット・サ
イズよりも大きい。Ａ．Ｐ．Ｊｏｇｌｅｋａｒ他、「Ｏｐｔｉｃｓ　ａｔ　Ｃｒｉｔｉｃ
ａｌ　Ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ：Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ｔｏ　Ｎａｎｏｍｏｒｐｈｉｎ
ｇ」、Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ａｃａｄｅｍｙ　ｏ
ｆ　Ｓｃｉｅｎｃｅ、１０１巻１６号、５８５６～５８６１頁（２００４年）（「Ｊｏｇ
ｌｅｋａｒ他」）は、イオン化に対する臨界強度に近い約１０ピコ秒よりも短いレーザ・
パルスを使用して、波長よりも小さなフィーチャ（ｆｅａｔｕｒｅ）を達成することがで
きることを示している。それでも、Ｊｏｇｌｅｋａｒ他によって達成可能なフィーチャ・
サイズは、多くのナノテクノロジ用途に対して十分に小さいとは言えない。
【０００７】
　荷電粒子ビームは一般にレーザ・ビームよりも大きな解像度を有し、極めて小さな構造
をマイクロ機械加工することができるが、ビーム電流は限られており、マイクロ機械加工
操作は許容できないほどに低速となることがある。一方、レーザ・マイクロ機械加工は高
速とすることができるが、そのより長い波長のため、解像度は本質的に限られている。
【０００８】
　レーザのより高速なマイクロ機械加工能力と荷電粒子ビームのより高い精度の両方を利
用する１つの方法は、試料を逐次的に加工する方法である。逐次加工は例えば、Ｍ．Ｐａ
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ｎｉｃｃｉａ他、「Ｎｏｖｅｌ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｐｒｏｂｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍｉｃｒｏ
ｍａｃｈｉｎｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｉｌｉｃｏｎ　Ｄｅｂｕｇ　ｏ
ｆ　Ｆｌｉｐ　Ｃｈｉｐ　Ｐａｃｋａｇｅｄ　Ｍｉｃｒｏｐｒｏｃｅｓｓｏｒｓ」、Ｍｉ
ｃｒｏｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　４６（２７～３４頁、１９９９
年）（「Ｐａｎｉｃｃｉａ他」）によって記述されている。Ｐａｎｉｃｃｉａ他は、レー
ザ誘起化学エッチングを使用して大半の材料を除去し、次いで荷電粒子ビームを使用して
、より精密な最終マイクロ機械加工を実施する、半導体フリップ・チップの活性部分にア
クセスする既知の技法を記述している。この逐次加工の問題は、より高速ではあるが精密
さに劣るレーザ・マイクロ機械加工をいつ停止し、より精密な荷電粒子ビーム加工をいつ
開始するか決定することである。レーザ加工を停止するのが早すぎる場合には、荷電粒子
ビームによって除去する材料が過剰に残り、レーザ加工を停止するのが遅すぎる場合には
、加工物が損傷する。加工をいつ停止するかの決定は「終点決定（ｅｎｄｐｏｉｎｔｉｎ
ｇ）」と呼ばれる。
【０００９】
　荷電粒子ビーム加工において終点を決定する技法は知られており、例えばＲａｙ他の米
国特許公開第２００５／０１７３６３１号に記載されている。このような技法は例えば、
下にある回路が露出し、またはほぼ露出したときに２次粒子の放出が変化するように、あ
る変化する電圧を下にある回路に印加することを含む。この２次粒子の放出を観察するこ
とによって、オペレータは、埋込み導体などのフィーチャがいつ露出したか判定すること
ができる。他の荷電粒子ビーム終点決定法は例えば、荷電粒子ビームによって注入された
荷電粒子に起因するトランジスタの漏れ電流を検出することを含む。レーザ加工は一般に
真空室内では実行されず、そのため２次電子およびイオンを捕集することはできない。
【００１０】
　イオン・ビーム加工では、イオン・ビームが衝突している材料がいつ変化したか判定す
るために、基板から放出された指定された周波数の光子を検出することも知られている。
このような方法は例えば、本出願の譲受人に譲渡された、Ｗａｒｄ他の「Ｆｏｃｕｓｅｄ
　Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ　Ｉｍａｇｉｎｇ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ」とい
う名称の米国特許第４，８７４，９４７号に記載されている。Ｗａｒｄ他は、イオン・ビ
ーム・システムにおいて光子を検出して終点を決定することを記載しているが、低い光子
信号を捕集するのが困難であるため、この技法は広範には使用されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】米国仮出願第６１／０７９，３０４号
【特許文献２】米国再発行特許第３７，５８５号
【特許文献３】米国特許公開第２００５／０１７３６３１号
【特許文献４】米国特許第４，８７４，９４７号
【非特許文献】
【００１２】
【非特許文献１】Ａ．Ｐ．Ｊｏｇｌｅｋａｒ他、「Ｏｐｔｉｃｓ　ａｔ　Ｃｒｉｔｉｃａ
ｌ　Ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ：Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ　ｔｏ　Ｎａｎｏｍｏｒｐｈｉｎｇ
」、Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ａｃａｄｅｍｙ　ｏｆ
　Ｓｃｉｅｎｃｅ、１０１巻１６号、５８５６～５８６１頁（２００４年）
【非特許文献２】Ｍ．Ｐａｎｉｃｃｉａ他、「Ｎｏｖｅｌ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｐｒｏｂｉ
ｎｇ　ａｎｄ　Ｍｉｃｒｏｍａｃｈｉｎｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｉｌ
ｉｃｏｎ　Ｄｅｂｕｇ　ｏｆ　Ｆｌｉｐ　Ｃｈｉｐ　Ｐａｃｋａｇｅｄ　Ｍｉｃｒｏｐｒ
ｏｃｅｓｓｏｒｓ」、Ｍｉｃｒｏｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　４６
、（２７～３４頁、１９９９年）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【００１３】
　本発明の目的は、レーザ加工の制御を向上させることによってマイクロ機械加工を改良
することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明によれば、試料から材料を除去するため試料にレーザ・ビームを誘導する。試料
からの放出物を検出することによって、レーザ加工の終点を決定する。
【００１５】
　以上では、以下の本発明の詳細な説明をより理解できるように、本発明の特徴および技
術上の利点をかなり広く概説した。以下では、本発明の追加の特徴および利点を説明する
。開示された着想および特定の実施形態を、本発明と同じ目的を達成するために他の構造
を変更または設計するベースとして容易に利用することができることを当業者は理解すべ
きである。さらに、このような等価の構造は、添付の特許請求の範囲に記載された本発明
の趣旨および範囲を逸脱しないことを当業者は理解すべきである。
【００１６】
　次に、本発明および本発明の利点のより徹底的な理解のため、添付図面に関して書かれ
た以下の説明を参照する。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】試料からの放出物を使用してレーザ加工の終点を決定する本発明の一実施形態を
示す図である。
【図２】試料から放出された光子を使用してレーザ加工の終点を決定する本発明の一実施
形態を示す図である。
【図３】試料から放出された電子を使用してレーザ加工の終点を決定する本発明の一実施
形態を示す図である。
【図４】レーザ加工の終点を決定する本発明の一実施形態に基づく好ましいステップを示
す流れ図である。
【図５】レーザ・レンズなどの構成要素に対する２次粒子による損傷を低減させる一実施
形態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明のさまざまな実施形態は、さまざまな手段を使用してレーザ加工を向上させる。
本発明の実施形態は、十分なフルエンス（ｆｌｕｅｎｃｅ）を供給する、既存のまたは今
後開発される任意のタイプのレーザを使用することができる。好ましい１つのレーザは、
短パルス・レーザ・ビーム、すなわちナノ秒ないしフェムト秒パルス・レーザ・ビームを
提供する。適切なレーザには例えば、Ｔｉ：サファイア発振器、ファイバ・ベースのレー
ザ、あるいはイッテルビウム・ドープまたはクロム・ドープの薄ディスク・レーザ（ｔｈ
ｉｎ　ｄｉｓｋ　ｌａｓｅｒ）などがある。
【００１９】
　短レーザ・パルス、すなわちナノ秒ないしフェムト秒レーザ・パルスによる基板のアブ
レーションには、基板からのさまざまな放出物が付随する。本発明の実施形態は、基板か
らの放出物を使用して、レーザ・マイクロ機械加工の進捗状況を決定し、ある加工段階が
いつ完了したか判定する。放出粒子の放出イールド（ｅｍｉｓｓｉｏｎ　ｙｉｅｌｄ）お
よびエネルギー・スペクトルは材料に依存する。第１の材料が除去されて第２の材料が露
出すると、材料の境界面で放出物が変化する。検出器は、放出物がいつ変化したか判定す
ることができ、この放出物の変化は、ビームの下の材料が変化したことを示す。第２の材
料に特有の放出物が検出されたとき、または第１の層に特有の放出が止んだときに、オペ
レータは、レーザ・ミリング操作の進捗状況を知ることができる。放出物の変化が検出さ
れると、オペレータまたはシステムは、例えば加工を停止することにより、自動的にまた
は手動でプロセスを変更することができる。
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【００２０】
　試料からの放出物は、ルミネセンス、例えば赤外（ＩＲ）から紫外（ＵＶ）～Ｘ線範囲
のルミネセンス、電子、イオン、中性原子または分子、および粒子／ドロップレット（ｄ
ｒｏｐｌｅｔ）を含む。異なる用途における終点決定には、加工中の材料のタイプおよび
加工環境に応じた、異なるタイプの放出物が有用である。加工環境には例えば、大気圧の
通常大気、高真空、すなわち圧力が約１０-3ミリバール未満の真空、圧力約１ミリバール
から５０ミリバールの各種ガスなど走査型環境電子顕微鏡に適した真空、あるいは、適切
な圧力の適切なガスの制御されたガス環境などが含まれる。表面から放出されたイオンを
、質量分析法によって直接に分析して、表面から追い出された材料がいつ変化したか判定
することができ、この変化は、境界に到達したことを示す。２次イオン質量分析用のシス
テムは、市販の集束イオン・ビーム・システムの一般的な付属システムである。一般にプ
ラズマ・プルーム（ｐｌａｓｍａ　ｐｌｕｍｅ）と呼ばれる展開中の放出物（ｅｖｏｌｖ
ｉｎｇ　ｅｍｉｓｓｉｏｎ）に中に存在する中性原子および分子をイオン化するため、展
開中の放出物に、第２の時間遅延レーザ・ビームを共点集束させることができる。この第
２のビームは、別個の追加のレーザを起源とすることができ、または標準ビーム・スプリ
ッタを使用することによって１次ビームと同じレーザを起源とすることができる。１次ビ
ームの到着と２次ビームの到着との間の間隔（時間遅れ）は、２次ビームの経路長を調整
することによって調整することができる。次いで、この２次イオン化によって生じたイオ
ンを質量分析法によって分析することができる。粒子およびドロップレットも誘導結合プ
ラズマ質量分析法によって分析することができる。
【００２１】
　終点決定にルミネセンスを使用するときには、ミリングされた穴の底を「予見する（ｌ
ｏｏｋｉｎｇ　ａｈｅａｄ）」ことができるという利点がある。すなわち、レーザ・パル
スによって生成されたプラズマは、パルスによって除去される体積を超えて伝搬するため
、表面の直ぐ下の原子がレーザ・パルスによって励起される。したがって、表面の直下か
ら光子が放出され、この放出物は、マイクロ機械加工をいつ止めるべきかについてのより
適時の指標を提供する。すなわち、第２の材料からの光子を指標として使用するときには
、第１の材料が完全に除去される少し前に、第２の材料からの光子を検出することができ
る。同様に、第１の材料からの光電子放出も、第１の材料が完全に除去される少し前に減
衰し始める。終点決定は、レーザ・ビームまたは荷電粒子ビームによって起こる表面から
の放出光子の流れを検出することによって実行することができる。
【００２２】
　光子以外の放出物を終点決定に使用するときには一般に、空気分子が放出物の捕集を妨
げないように、基板を低圧環境中または真空中に維持しなければならない。光子を指標と
して使用するときには、レーザを、真空中で、大気圧で、または制御されたガス環境中で
操作することができる。
【００２３】
　検出器は、１つまたは複数のタイプの放出物の強度を決定する一般的な検出器とするこ
とができる。検出器は一般に、（基準を含む）粒子を計数し、または粒子電流を測定し、
検出器感度を粒子エネルギーの関数として定義する特性エネルギー応答を有する。終点決
定に使用される信号の変化を検出する能力を最大にするため、検出器出力を適時に微分す
ることができる。エネルギー、電荷、質量または電荷対質量比が異なる粒子を検出するた
め、複数の検出器を並行して使用することができる。例えば、光電子増倍管、半導体検出
器などの広帯域光子検出器を使用して、基板から放出された光の強度を測定することがで
きる。終点決定信号の材料依存性が最大になるように、この検出器を最適化することがで
きる。例えば、エネルギー・フィルタリング分光計（ｅｎｅｒｇｙ　ｆｉｌｔｅｒｉｎｇ
　ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｅｒ）を、埋込み層または被覆層からの予想される特定の信号を
検出するように調整することができる。ある実施形態では、回折格子を使用して光を分散
させ、スリットを使用して所与の周波数帯内の光を通過させ、次いでその光を広帯域光子
検出器によって検出することができる。スリットの代わりに、被覆材料に特有の光を吸収
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し、埋込み材料に特有の光を透過させ、または埋込み材料に特有の光を吸収し、被覆材料
に特有の光を透過させる１つまたは複数の吸収フィルタを使用して、埋込み材料が露出し
、またはほぼ露出したときに信号を提供することもできる。あるいは、回折格子を使用し
て、電荷結合素子アレイ上に光を分散させることもできる。放出スペクトルは、アレイ内
の異なるセルにおいて測定される信号の強度によって決定される。異なるセルにおいて測
定された信号を使用して、被覆および埋込み層から放出された特性信号の強度を監視する
ことができる。
【００２４】
　金属、半導体、絶縁体などのさまざまな材料が、ミリング中の材料層、またはミリング
中の材料層の下の材料層を構成する。例えば、一般的な材料には、Ｓｉ、ＳｉＯ2、Ｃｕ
、Ａｌ、Ａｕ、Ａｇ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｐｔ、Ｗ、Ｔａ、低ｋ誘電体、高ｋ誘電体、Ａｌ2Ｏ3

、ＳｉＣ、Ｓｉ3Ｎ4、ＧａＮ、ＡｌＮ、ＡｌxＧａ(1-x)Ｎ、ＩｎxＧａ(1-x)、ＧａＡｓ、
ＩｎxＧａ(1-x)ＡｓおよびＧｅなどがある。終点決定指標として光子を検出するとき、そ
れらの光子は一般に、０．０１ｎｍから１０００ｎｍ、より典型的には３００ｎｍから８
００ｎｍの波長を有することになる。より短波長用のＸ線検出器からより長波長用の赤外
線検出器までの適切な検出器を使用することができる。当業者は、さまざまな被覆材料お
よびその下の材料の特性放出スペクトルを容易に決定することができる。被覆材料の特性
信号の周波数とその下の材料の特性信号の周波数とが互いに近くないとき、終点決定の実
現はより容易になる。
【００２５】
　終点決定指標として電子を使用するときには、イオン・ビーム・カラムと電子ビーム・
カラムとを含むデュアル・ビーム・システムなどの荷電粒子ビーム・システムにおいて現
在使用されているタイプの電子検出器を使用することが好ましい。このような検出器には
例えば、電子が衝突したときに光を放出するシンチレータと放出された光信号を増幅する
光電子増倍管とを備える高効率エバーハート－ソーンリー（Ｅｖｅｒｈａｒｔ－Ｔｈｏｒ
ｎｌｅｙ）検出器が含まれる。エバーハート－ソーンリー検出器は一般にレーザ軸からず
らして取り付けられ、試料によって放出された電子を引き寄せるため、シンチレータの前
のスクリーンに、試料に対する電圧が印加される。指定されたエネルギー・レベルよりも
低い電子を排除するため、試料にバイアスをかけて、低エネルギー電子の捕集を防ぐこと
ができる。検出される電子は一般に約２０ｅＶ未満のエネルギーを有するが、一部の用途
では１，０００ｅＶまでのエネルギーを有する電子が有用であることがある。ある実施形
態では、基板材料に特有の電子電流を有する幅広いエネルギー帯内の電子が捕集される。
他の実施形態では、材料を特徴づけるために電子のエネルギーが決定される。
【００２６】
　いくつかの実施形態では、真空室内で試料表面から放出された粒子を検出するのではな
しに、試料からグランドへの電流を測定することができる。例えばプローブによって直接
に、または例えば試料ステージを介して間接的に、グランドを試料に物理的に接触させる
。グランドへまたはグランドから流れる電流は、ビームが衝突している試料表面を出る電
流に等しい。
【００２７】
　図１は、本発明を実施する好ましいシステム１００を示す。ビーム１０３を生成するレ
ーザ１０２は一般に、機械加工中の材料に対するしきい値よりも高いフルエンスで操作さ
れる。例えば、Ｍｏｕｒｏｕは、１０ｎＪから１ｍＪの範囲のエネルギーおよび０．１Ｊ
／ｃｍ2から１００Ｊ／ｃｍ2の範囲のフルエンスを有する好ましい１つのビームを教示し
ている。一実施形態では、レーザ・ビームのエネルギーが３０ｎＪ、フルエンスが０．４
Ｊ／ｃｍ2である。ビーム１０３は試料１０４に誘導され、試料１０４は、基板材料１０
６および被覆材料１０８を含むことがある。試料１０４は一般に、異なる材料からなるい
くつかの層を有する。試料１０４は一般に、２軸精密Ｘ－Ｙステージ１０９上に配置され
る（追加の軸は、最初の２軸に垂直な方向の平行移動、傾斜および回転を含むことができ
る）。検出器１１０は、試料１０４からの放出物１１２を検出する。被覆材料１０８が除
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去され、基板材料１０６が露出すると、放出物１１２は変化する。コンピュータ１２０は
検出器１１０から信号を受け取り、信号の変化は、ビームの下の材料が変化したことを示
し、それにより、オペレータが、機械加工の進捗状況を監視し、適切な処置をとることを
可能にし、あるいはシステムが、加工がそれ以上進まないようにレーザ１０２を自動的に
停止するなどの措置を自動的にとることを可能にする。コンピュータ１２０に接続された
表示装置１２２は、試料１０４の画像を含む情報をオペレータに提供することができる。
上述のとおり、この検出器は、レーザ・アブレーションまたは他のレーザ加工の結果とし
て放出された光子、電子、イオン、中性粒子またはドロップレットを検出することができ
る。システム１００は、任意選択で、加工または画像化目的に使用することができる、電
子ビーム・カラムまたはイオン・ビーム・カラム、あるいはその両方などの１つまたは複
数の荷電粒子ビーム・カラム１３０、および試料１０４の画像を形成する２次電子検出器
１３２を含む。荷電粒子ビーム・カラム１３０または２次電子検出器１３２が使用される
ときには、基板は真空中に維持される。ある実施形態では、画像を形成するための２次電
子信号の検出および終点決定信号の検出に、検出器１１０を使用することができる。
【００２８】
　図２は、検出器が光子検出器２１０を含むシステム２００を示し、光子検出器２１０は
、試料１０４からの光を分散させる回折格子２１２（代わりにプリズムを使用することも
できる）として概略的に示されたモノクロメータ（ｍｏｎｏｃｈｒｏｍａｔｏｒ）と、こ
の分散光を、周波数に応じて異なる点に集束させるレンズ２１４と、下にある材料に特有
のスペクトルを有する光を通過させるスリット２１６と、スリット２１６を通過した光を
検出する光子検出器２１８とを含む。コンピュータ１２０は光子検出器２１０から信号を
受け取り、この信号を解釈して、レーザ・ビームの下の材料がいつ変化したか判定する。
コンピュータ１２０は例えば、ある加工段階が完了したことを放出物の変化が示している
ときに、オペレータに信号を提供し、または加工がそれ以上進まないようにレーザ１０２
を自動的に停止することができる。基板の下に配置された代替光子検出器２２２が示され
ている。光子検出器のこのような配置は、基板が特性光信号に対して透明であるとき、す
なわち基板材料のバンド・ギャップが検出中の光子のエネルギーよりも大きいときにのみ
有用である。試料の下の光子検出器が使用されるときには、ステージが、光を透過させる
隙間または透明な窓２２４を含む。光子検出器２２２は、スリットおよび光電子増倍管を
使用する検出器ではなく、異なる周波数に対応する異なる位置における光信号の強度を検
出する電荷結合素子（ＣＣＤ）のアレイ２２６を含む広帯域スペクトル検出器である。い
ずれの位置でも両方のタイプの検出器を使用することができる。
【００２９】
　図３は、電子を検出して終点を決定するレーザ加工システム３００を示す。システム３
００では、基板１０４が真空室３０２内に配置される。電子検出器３０６は、スクリーン
３０８、シンチレータ３１０および光電子増倍管３１２を含むエバーハート－ソーンリー
検出器である。スクリーン３０８には約５０ボルトの低電圧が印加され、シンチレータに
は約１０，０００Ｖの高電圧が印加される。電子は、試料からスクリーンへ向かって加速
され、次いでより大きなエネルギーに加速されて、シンチレータ内で光子の放出を引き起
こす。それらの光子は電子に変換され、光電子増倍管において増倍される。
【００３０】
　図４は、図１のシステムの動作を示す流れ図である。ステップ４０２で、基板に向かっ
てレーザを誘導する。ステップ４０４で、基板からの放出物を検出する。判断ブロック４
０６で、レーザ・マイクロ機械加工が被覆材料を貫通切削し、またはほぼ貫通切削したこ
とを、放出物の変化が示しているかどうかを判定する。レーザ・マイクロ機械加工が被覆
材料を貫通切削し、またはほぼ貫通切削したことを、放出物の変化が示している場合には
、プロセスを変更する。そうでない場合には、ステップ４０２に戻ってプロセスを継続す
る。プロセスの変更は例えば、レーザ・ビームを停止すること、パルスあたりのフルエン
スなどのレーザ・パラメータを変えること、ガス流量を変えること、電子またはイオン・
ビームをブランキング（ｂｌａｎｋｉｎｇ）すること、あるいは試料を支持しているステ



(14) JP 2011-527637 A 2011.11.4

10

20

30

40

50

ージを動かすことを意味する。放出物は、連続的にまたは定期的に監視することができる
。放出物を定期的に監視する場合には、監視期間と監視期間の間に被覆材料が完全に除去
された場合にその下の材料に対する許容できない損傷を防ぐため、その周期は十分に短く
なければならない。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、電子ビームなどの荷電粒子ビームを使用して、レーザ・マイ
クロ機械加工の終点決定信号を生成することができる。この電子ビームは、例えばレーザ
・アブレーション中のレーザ・ビームと同じ点に入射し、このレーザ・ビームと同時にま
たは逐次的に使用することができる。陰極ルミネセンスまたは後方散乱電子を終点決定信
号として使用する場合には、電子ビーム・エネルギーを調整して、終点決定の「予見」能
力を調節することができる。
【００３２】
　基板表面から材料が追い出されたときに、追い出された粒子が、レンズに付着し、また
はレンズの材料をスパッタリングすることによって、レーザ・レンズの光学的品質を低下
させることがある。図５は、２次粒子によるレーザ・レンズおよび真空システム内の他の
構成要素の損傷を低減させることができる１つのシステムを示す。図５は、試料５０６に
向かって荷電粒子ビーム５０４を誘導する、集束イオン・ビーム・カラムなどの荷電粒子
ビーム・カラム５０２を含むシステム５００を示す。システム５００はさらに、レーザ・
ビーム５１２を試料５０６上に集束させるレンズ５１０を有するレーザ・システム５０８
を含む。レーザ・システム・ビーム５１２と荷電粒子ビーム５０４は同じ点に入射するこ
とが好ましい。すなわち、レーザ・システム・ビーム５１２と荷電粒子ビーム５０４は試
料５０６の同じ領域に衝突することが好ましい。レーザ・ビームは一般に、試料５０６上
において、荷電粒子ビームよりも大きなスポット・サイズを有する。垂直方向を向いたレ
ーザ・システム５０８および垂直に対して傾斜した荷電粒子ビーム・カラム５０２が示さ
れているが、これらのシステムはともに、適切な任意の向きに配置することができる。
【００３３】
　試料５０６は精密可動ステージ５１６上に置かれる。荷電粒子ビーム５０４が試料５０
６に衝突すると、電子およびイオンを含む２次粒子５１８が放出される。このイオンがレ
ーザ・レンズ５１０に衝突し、その光学的品質を低減させることがある。２次粒子５１８
の経路をレーザ・レンズ５１０からそらして、損傷を低減させ、または排除する電場を生
み出すため、電極５２０および５２２を電圧源（図示せず）に接続する。電極５２０およ
び５２２を使用して、画像化または終点決定用の２次粒子５１８を検出することもできる
。２次電子信号を増幅するため、電極５２０に増幅器５２４を接続することができる。こ
れに加えて、またはこれに代えて、画像化または終点決定用の陽イオン信号を増幅するた
め、電極５２２に増幅器５２６を接続することもできる。
【００３４】
　好ましい一実施形態では、電極５２０と電極５２２の間に約３００Ｖから４００Ｖの電
位が印加される。好ましい電圧は実施態様によって異なるが、一般的には数十ボルトから
数千ボルトとし、好ましくは数百ボルトとする。電極５２０および５２２の形状を変更し
て、レーザ・レンズまたは試料の上方の他の構成要素に衝突する粒子を再誘導するように
電場を整形することができる。ある実施形態では、単一の電極を使用することができる。
ある実施形態では、電極５２０および５２２の代わりに、磁場を使用して、損傷に敏感な
構成要素から荷電粒子をそらすこともできる。
【００３５】
　本発明の好ましい実施形態によれば、
　・構造を形成し、または改変するために試料に向かってレーザ・ビームを誘導すること
、
　・レーザ・ビームの入射に起因する試料からの放出物を検出すること、
　・試料に特有の放出物のある特性を決定すること、および
　・レーザ・ビームが入射している材料が変化したことを放出物が示しているときに、レ
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ーザ・ビーム加工を変更すること
　によるレーザ・ビーム加工によって、構造が形成され、または改変される。
【００３６】
　本発明の好ましい実施形態によれば、レーザ・ビーム加工を変更することは、試料に向
かってレーザ・ビームを誘導するのを止めること、ガス流量を変えること、パルスあたり
のフルエンスなどのレーザ・パラメータを変えること、電子またはイオン・ビームをブラ
ンキングすること、あるいは試料を支持しているステージを動かすことを含む。
【００３７】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料に向かってレーザ・ビームを誘導することは
、１０-3ミリバール未満または５０ミリバール未満の圧力を有する環境中で試料に向かっ
てレーザ・ビームを誘導することを含む。
【００３８】
　本発明の好ましい実施形態によれば、放出物のある特性を決定することは、試料から放
出された電子電流を決定することを含む。表面から放出された電子電流を決定することは
、試料と試料に直接にまたは間接的に接触したグランドとの間の電流を測定することを含
む。
【００３９】
　本発明の好ましい実施形態によれば、放出物のある特性を決定することは、試料から放
出された電子のエネルギーを決定すること、または試料から放出された光子を検出するこ
とを含む。試料から放出された光子を検出することは、特性波長を有する光子を検出する
こと、および／または特性波長以外の波長を有する光子をフィルタリングによって除去す
ることを含む。
【００４０】
　本発明の好ましい実施形態によれば、放出物のある特性を決定することは、表面から放
出された粒子の質量を決定すること、および／または表面から放出された粒子の電荷対質
量比を決定することを含む。
【００４１】
　本発明の好ましい実施形態はさらに、表面から放出された粒子の質量を決定する前に中
性粒子をイオン化することを含む。本発明の好ましい実施形態によれば、中性粒子をイオ
ン化するこの方法は、レーザ・ビームまたは電子ビームを使用して中性粒子をイオン化す
ること、あるいは第１のレーザ・ビームによって試料から追い出された展開中の放出物を
イオン化するために、第２の時間遅延レーザ・ビームを誘導することを含む。
【００４２】
　本発明の好ましい実施形態によれば、表面から放出された粒子の質量を決定することは
、誘導結合プラズマ質量分析法を使用して質量を決定することを含む。
【００４３】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料に向かってレーザ・ビームを誘導することは
、１ピコ秒未満のパルス持続時間を有するパルス・レーザを試料に向かって誘導すること
を含む。
【００４４】
　本発明の好ましい実施形態によれば、放出物のある特性を決定することは、狭帯域検出
器を使用して、指定された特性を有する放出物だけを検出すること、放出物の電流または
エネルギーを決定すること、あるいは放出物のエネルギー・スペクトルを決定することを
含む。
【００４５】
　本発明の好ましい実施形態はさらに、試料に向かって荷電粒子ビームを誘導することを
含む。
【００４６】
　本発明の好ましい実施形態によれば、
　・構造を形成し、または改変するために試料に向かってレーザ・ビームを誘導すること
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、
　・試料に向かって荷電粒子ビームを誘導すること、
　・荷電粒子ビームの入射に起因する試料からの放出物を検出すること、
　・試料に特有の放出物のある特性を決定すること、および
　・レーザ・ビームが入射している材料が変化したことを放出物が示しているときに、レ
ーザ・ビーム加工を変更すること
　によって、試料上に構造が形成される。
【００４７】
　本発明の好ましい実施形態によれば、構造を形成することは、レーザ・ビームと粒子ビ
ームを、同時にまたは連続的に試料に入射するように誘導することを含む。
【００４８】
　本発明の好ましい実施形態によれば、荷電粒子ビームは電子ビームまたはイオン・ビー
ムであり、荷電粒子ビームの入射に起因する試料からの放出物を検出することは、２次電
子、後方散乱電子または透過電子を検出することを含む。
【００４９】
　本発明の好ましい実施形態によれば、荷電粒子ビームは電子ビームであり、荷電粒子ビ
ームの入射に起因する試料からの放出物を検出することは、（Ｘ線を含む）光子を検出す
ることを含む。
【００５０】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料からの放出物を検出することは、表面よりも
下方の材料からの放出物を検出することを含む。
【００５１】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料を形成し、または改変するシステムは、
　・試料を保持する試料ホルダと、
　・試料に向かってレーザ・ビームを誘導する高速パルス・レーザと、
　・レーザ・ビームの衝突に起因する試料からの放出物であり、試料に特有の放出物を検
出する検出器と
　を備える。
【００５２】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料を形成し、または改変するこのシステムは、
試料を真空中で保持する試料ホルダを含む。
【００５３】
　本発明の好ましい実施形態によれば、試料を形成し、または改変するこのシステムは、
電子検出器である放出物検出器を含む。この放出物検出器はさらに、質量分析器または分
光計、誘導結合プラズマ質量分析器または分光計、光子検出器、エネルギー分散型Ｘ線分
光法検出器、あるいは波長分散型Ｘ線分光法検出器を含む。
【００５４】
　本発明の好ましい実施形態によれば、構造を形成し、または改変する装置は、
　・試料を保持する真空室、
　・真空室内の試料に対して動作するレーザ・システムであり、レンズを含むレーザ・シ
ステム、
　・荷電粒子またはレーザ・ビームが衝突したときに試料から放出された２次粒子によっ
てレーザ・システム・レンズが損傷することを防ぐために、２次粒子をレーザ・システム
・レンズからそらす偏向器、
　・荷電粒子またはレーザ・ビームが衝突したときに試料から放出された２次粒子によっ
て荷電粒子光学カラム構成要素が損傷することを防ぐために、２次粒子を荷電粒子光学カ
ラム構成要素からそらす偏向器、および／あるいは、
　・荷電粒子またはレーザ・ビームが衝突したときに試料から放出された２次粒子によっ
て装置の構成要素が損傷することを防ぐために、２次粒子を装置の構成要素からそらす偏
向器
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【００５５】
　本発明の装置の好ましい実施形態によれば、偏向器は、２次粒子電流を決定するために
増幅器に電気的に接続された電極、一組の電極または磁気偏向器を含む。
【００５６】
　本発明の好ましい実施形態によれば、構造を形成し、または改変する方法は、
　・試料を保持する真空室と、荷電粒子ビーム・カラムと、真空室内の試料に対して動作
する、レンズを含むレーザ・システムとを含むシステムを用意すること、および
　・試料に向かって荷電粒子ビームを誘導すること
　を含み、荷電粒子ビームの衝突は２次粒子の放出を引き起こし、この方法はさらに、
　・２次粒子によってレーザ・システム・レンズが損傷することを防ぐために２次粒子を
レーザ・システム・レンズからそらすための場を提供すること、
　・２次粒子を放出物検出器からそらすための場を提供すること、および
　・２次粒子を荷電粒子光学カラムの構成要素からそらすための場を提供すること
　を含む。
【００５７】
　本発明の好ましい実施形態によれば、２次粒子をレーザ・システム・レンズのレンズか
らそらす方法は、荷電粒子をそらすための静電場を発生させるために電極を提供すること
、または荷電粒子をそらすように設計された電場を発生させるために多数の電極を提供す
ることを含む。
【００５８】
　本発明および本発明の利点を詳細に説明したが、添付の特許請求の範囲によって定義さ
れる本発明の趣旨および範囲から逸脱することなく、さまざまな変更、置換および改変を
加えることができることを理解すべきである。さらに、本出願の範囲が、本明細書に記載
されたプロセス、機械、製造、組成物、手段、方法およびステップの特定の実施形態に限
定されることは意図されていない。当業者なら本発明の開示から容易に理解するように、
本明細書に記載された対応する実施形態と実質的に同じ機能を実行し、または実質的に同
じ結果を達成する既存のまたは今後開発されるプロセス、機械、製造、組成物、手段、方
法またはステップを、本発明に従って利用することができる。したがって、添付の特許請
求の範囲は、その範囲内に、このようなプロセス、機械、製造、組成物、手段、方法また
はステップを含むことが意図されている。



(18) JP 2011-527637 A 2011.11.4

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】

【図５】



(19) JP 2011-527637 A 2011.11.4

【図６】

【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図６
【補正方法】削除
【補正の内容】
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